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序章 計画作成にあたって 

 

１ データヘルス計画作成の背景 

平成 18年度からレセプトの電子化が段階的に義務付けられ、平成 20年度に特定健康

診査が導入されて統一した健診データの蓄積が進んできました。 

これを受けて、平成 25年に国が閣議決定した「日本再興戦略」や関係閣僚申し合わせ

による「健康・医療戦略」に基づき、予防、健康管理の推進に関する新たな仕組みづく

りとして「データヘルス計画」が始まることとなりました。 

公立学校共済組合（以下「当共済組合」といいます。）においても平成 27年度からレ

セプトと特定健康診査のデータをもとに、より効果的な保健事業を実施する「データヘ

ルス」を開始しています。 

また、平成 30年度から後期高齢者支援金の加算・減算制度について、特定健康診査・

特定保健指導や予防・健康づくり等に取り組む保険者に対するインセンティブをより重

視する仕組みに見直しが行われることとなっています。 

当共済組合は、組合が取得することができる組合員等の健康状態に関する情報（以下

「健康情報」という。）に基づき、既存事業の効果を検証し、医療保険分野に係る国の

ICT政策の動向を注視しつつ、健康情報の管理及び分析並びに活用を PDCAサイクルとし

て年間事業計画へ組み込み、効果的な取組みを行うものとします。 

このような中で、平成 30年度から始まる第 2期データヘルス計画においては、蓄積

された電子データを用い、PDCAサイクルの実践を図ることにより、より本格的な保健事

業に取り組むよう求められています。 

 

２ 当共済組合データヘルス計画の期間  

当共済組合第2期データヘルス計画の実施期間は、国の第2期データヘルス計画を踏ま

え、平成30年度から平成35年度までとしています。
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第1章 北海道支部の基本情報 

 

１ 概要 

当共済組合は、地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号。以下「法」とい

います。）に基づき設立され、公立学校の教職員及び都道府県教育委員会の職員などを

組合員とし、組合員・被扶養者を合算した加入者数が 176 万人（平成 27 年度末）を超

える大規模な医療保険者です。このため、保健事業の全体を本部が統括し、健診や保健

指導の提供をはじめとした、具体的な健康管理のための事業については、各都道府県に

設置された支部が主に計画・実施しています。 

 

 

２ 組合員等の状況 

 

（１）一般組合員及び船員組合員数（平成 28年 3月 31日現在） 

・ 全体： 50,110人  

・ 男性： 29,056人 

・ 女性： 21,054人  

 

（２）任意継続組合員数（平成 28年 3月 31日現在） 

・ 全体：  1,447人 

・ 男性：   898人 

・ 女性：   549人 

 

（３）被扶養者数(任意継続組合員の被扶養者数含む)（平成 28年 3月 31日現在） 

・ 全体： 49,130人  

 

（４）一般組合員及び船員組合員の平均年齢（平成 28年 3月 31日現在） 

・ 全体： 44.2歳 

・ 男性： 45.6歳 

・ 女性： 42.2歳 

 

（５）加入者の平均年齢（平成 28年 3月 31日現在） 

・ 全体： 34.2歳 

・ 男性： 33.8歳 

・ 女性： 34.6歳 

   ＊加入者･･･一般組合員及び船員組合員・任意継続組合員・被扶養者を全て含む。 
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第２章 保健事業として対策を講ずるべき疾病の把握と対策の方向性 

 

１ 概要 

 北海道支部（以下「当支部」といいます。）の疾病構造を把握するために、医療費及び特

定健診結果の分析を実施しました。分析に際しては、当共済組合の全体平均並びに性・年

齢構成の近い宮城支部、群馬支部、宮崎支部、長崎支部及び新潟支部と比較することで、

当支部の特徴を確認しました。 

 

（１）加入者一人当たり医療費の傾向 

当支部の平成 27年度の加入者一人当たり医療費は、102,759円であり、全体平均の

95,766円より高く、当支部も含む 6支部の中では、1番高くなっています。 

また、平成 23年度の 92,137円から毎年増加してきています。 

加入者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

加入者一人当たり医療費の増減傾向（平成 23 年度～平成 27 年度） 
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２ 保健事業として対策を講ずる疾病の整理 

 

（１）概要 

データヘルス計画の目的である「データに基づき効果的・効率的に組合員及び被扶

養者の健康維持・増進を図る」に照らし、また、医療保険者として「保健事業により

事前に対策を講ずることで、その後の医療機関での治療行為を減らす」ことが優先順

位として高いという考えの下に、レセプト（医療費）データ・健診データの分析を実

施しました。 

 

（２）優先順位の高い疾病を把握する方法 

医療保険者の立場で対策を講ずるべき優先順位の高い疾病を的確に把握するため、

疾病を次のとおりタイプ 1からタイプ 4までの 4つに分類して優先順位をつけること

としました。 

縦軸は、健診又は検診によりリスク者を特定することができる疾病かどうかという

分類です。 

横軸は、保健事業により事前に予防が可能か、事後の治療のみ対策が可能かという

分類です。 

    

疾病特性の分類（「対策の性質」と「リスク者の特定の可否」による分類） 

 

① タイプ１ ＝ 生活習慣病（糖尿病・高血圧など） 

・健康状態を確認する「健診」でリスク者の特定が可能で、保健事業により事

前の予防が可能な疾病です。 

・生活習慣病のリスク者を特定・優先順位付けし、リスクに応じた予防の対策

を講じることが重要です。 

② タイプ２ ＝ 悪性新生物（がん） 

・特定の病気を確認する「検診」でリスク者の特定が可能ですが、リスク者の
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特定ができた段階では治療が中心となり、保健事業により事前の予防が難し

い疾病です。 

・リスク者を早期治療に繋げるために、「検診」で早期発見の機会を提供する

ことが重要です。 

③ タイプ３ ＝ 精神の疾病 

・ 医療保険者による健診又は検診でのリスク者の特定が難しいものの、発生し

ている年代、性別、所属などを確認し、それに応じた予防を全体に講じるこ

とが可能な疾病です。 

・組合員の精神の疾病に関しては、職場での対応が中心となりますが、保険者

の立場からの支援も考えられます。 

・なお、花粉症、インフルエンザなどの季節性の疾病である「呼吸器系疾患」

は、予防接種など対策が限られることから、優先順位の判断の際には、除外

しています。 

④ タイプ４ ＝ その他の疾病 

・健診又は検診によるリスク者の特定が難しく、保健事業により事前の予防も

難しい疾病です。 

・予防の対策を講じることができないため、医療保険者として適切な給付を行

うことのみになります。 
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（３）タイプ別の具体的な傷病について 

（２）の分類については、予防医学の専門的な知識がない者でも、対策が必要な疾

病を的確に把握し、その原因の類推ができるように工夫されたものとなっています。 

今回は、下表のとおり具体的な疾病を（２）により分類しました。 

 

公立学校共済組合として再整理したタイプ別の疾病 

タイプ 疾病 具体的な疾病名 

タイプ 1 生活習慣病 糖尿病 

その他の内分泌、栄養及び代謝疾患（脂質代謝異常など） 

高血圧性疾患 

虚血性心疾患 

くも膜下出血 

脳内出血 

脳梗塞 

脳動脈硬化（症） 

その他の脳血管疾患（動脈瘤など） 

動脈硬化（症） 

慢性閉塞性肺疾患 

アルコール性肝疾患 

腎不全 

タイプ 2 悪性新生物 胃の悪性新生物 

結腸の悪性新生物 

直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物 

気管、気管支及び肺の悪性新生物 

乳房の悪性新生物 

子宮の悪性新生物 

タイプ 3 精神の疾病 気分［感情］障害 (躁うつ病を含む） 

神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 

タイプ 4 その他の疾病 タイプ 1～3 以外の疾患（リウマチ性疾患・先天性の疾患など） 

  



7 

 

３ タイプ別の加入者一人当たり医療費 

 

（１）概要 

平成 27年度における加入者一人当たり医療費を、「疾病特性の分類」のタイプ別に

確認したところ、最も多いのは、その他の疾病（79,491 円、77.4%）であり、次いで

生活習慣病（14,922円、14.5%）、悪性新生物（5,465円、5.3%）、精神の疾病（2,881

円、2.8%）でした。また、各タイプの増加・減少傾向を確認したところ、下表のとお

りタイプ 1（生活習慣病）及びタイプ３（精神の疾病）は減少傾向にありますが、タ

イプ 2（悪性新生物）及びタイプ 4（その他の疾病）が増加傾向にあることが確認され

ました。 

 

疾病特性の分類におけるタイプ別の加入者一人当たり医療費の内訳（平成 27 年度） 

 

 

加入者一人当たり医療費の推移（平成 23 年度⇒平成 27 年度） 

疾病 平成23 年度 平成27 年度 傾向 

生活習慣病 14,983 円 14,922 円 ↓ -61 円 

悪性新生物 5,139 円 5,465 円 ↑ 326 円 

精神の疾病 2,996 円 2,881 円 ↓ -115 円 

その他の疾病 69,020 円 79,491 円 ↑ 10,471 円 

合計 92,138 円 102,759 円 ↑ 10,621 円 

  ※ その他の疾病には、季節性の疾病を含んでいます。 

  

14,922円

(14.5%)

5,465円

(5.3%)

2,881円

(2.8%)

79,491円

(77.4%)

生活習慣病

悪性新生物

精神の疾病

その他の疾病
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（２）生活習慣病などの対策を講ずる優先順位 

生活習慣病（タイプ 1）、悪性新生物（タイプ 2）、精神の疾病（タイプ 3）の 3タイ

プの疾病について、加入者一人当たり医療費の観点に限って、対策を講ずるべき優先

順位を考えると、3タイプの疾病の中で、生活習慣病が占める割合が 64.1％と最も多

くなっていることから生活習慣病を優先順位が最も高い疾病と位置付けました。 

また、その次は、悪性新生物の占める割合が 23.5％と高いため、悪性新生物を優先

順位の第 2位と位置付けました。 

さらに、優先順位の第 3位として精神の疾病を位置付け、対策を講ずる優先順位は、

生活習慣病 ＞ 悪性新生物 ＞ 精神の疾病 の順としました。 

 

 

タイプ１～３の加入者一人当たり医療費の内訳（平成 27 年度） 

 

 

  

14,922円

(64.1%)

5,465円

(23.5%)

2,881円

(12.4%)

生活習慣病

悪性新生物

精神の疾病



9 

 

４ 生活習慣病の詳細傾向と対策の方向性 

 

（１）加入者一人当たり医療費の状況 

当支部の平成27年度の生活習慣病における加入者一人当たり医療費は14,922円で、

全体平均の 14,314円より 608円高く、また、比較 6支部の中でも 3番目に高いため、

対策による改善可能性があるものと考えられます。 

また、当支部の経年変化を確認してみても、平成 26 年度は減少しましたが、平成

27年度からまた増加してきていることがわかります。 

 

生活習慣病における加入者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

 

生活習慣病における加入者一人当たり医療費の増減傾向（平成 23 年度～平成 27 年度） 
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（２）有病者率及び有病者一人当たり医療費 

 

   ア 概要 

多くの人が罹る病気について、病気になる人を減らす・増やさない取組（1 次

予防）や、重症者が多い病気の医療機関への早期受診勧奨（2次予防）、重症化予

防（3 次予防）といった「対策の方向性」を明確にすることを目的として、生活

習慣病における加入者一人当たり医療費を「有病者率」及び「有病者一人当たり

医療費」に分解して、より詳細に確認することとしました。 

 

有病者率と有病者一人当たり医療費（「対策の方向性」を明確にする考え方） 

 

① 有病者率 

・有病者率は、加入者のうち、その疾病で医療機関に受診している者の割合を

示しています。 

・有病者率の高い疾病≒「多くの人がその疾病で医療機関に受診している」と

考えられることから、病気になる人を減らす・増やさない取組（1 次予防）

が重要であると考えられます。 

 

② 有病者一人当たり医療費 

・その疾病で医療機関に受診している者のその疾病に対する一人当たり医療費

を示しています。 

・有病者一人当たり医療費が高い≒「その疾病の重症化が進んでいる」と考え

られることから、早期治療の勧奨を促す受診勧奨（2 次予防）や重症化予防

（3次予防）が重要であると考えられます。 

 

  

  (有病者一人当たり医療費) (有病者率) 

× 

医療費 

受診者数 

加入者一人当たり医療費 ＝ 

受診者数 

加入者数 
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   イ 有病者率及び有病者一人当たり医療費の状況 

当支部の平成 27年度の生活習慣病における有病者率は 13.67％で、有病者一人

当たり医療費は 109,157円となっています。 

特徴として、有病者率は全体平均の 13.54％より高 く、有病者一人当たり医療

費が全体平均 105,737 円より 3,420 円高く、それぞれ比較 6 支部の中では 2 番目

に高くなっています。 

平成 23年度から平成 27年への経年変化を確認すると、当支部の有病者率の増

減は＋1.17％で、全体平均の＋1.14％とあまり差はないですが、有病者一人当た

り医療費は 10,674円減少しており、比較 6支部の中で最も減少しています。 

 

生活習慣病における有病者率と有病者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

生活習慣病における有病者率と有病者一人当たり医療費の推移（平成 23⇒平成 27 年度） 

 

有病率 ： 13.67％ 

医療費 ： 109,157円 

有病率 ： 13.54％ 

医療費 ： 105,737円 

有病率 ： 1.17％ 

医療費 ： -10,674円 

有病率 ： 1.14％ 

医療費 ： -5,163円 
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（３）生活習慣病における加入者一人当たり医療費の内訳 

 

   ア 疾病別加入者一人当たり医療費 

加入者一人当たり医療費の内訳を確認すると、上位 5 つは、「その他の内分泌,栄

養及び代謝疾患」で 2,965円（19.9％）、「高血圧性疾患」で 2,717円（18.2％）、「糖

尿病」で 2,621円（17.6％）、「腎不全」で 2,403円（16.1％）、「虚血性心疾患」で

1,883円（12.6％）となっています。 

※「％」は生活習慣病における疾病別加入者一人当たり医療費全体に占める割合 

 

生活習慣病における疾病別加入者一人当たり医療費（平成 27 年度） 

 
 

 

2,965円

2,717円

2,621円

2,403円

1,883円

627円

331円

616円

543円

93円

34円

86円

2円

0円 2,000円 4,000円

その他の内分泌，栄養及び代謝疾患

高血圧性疾患

糖尿病

腎不全

虚血性心疾患

脳梗塞

脳内出血

くも膜下出血
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慢性閉塞性肺疾患
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動脈硬化（症）

脳動脈硬化（症）
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イ 疾病別加入者一人当たり医療費の経年変化（平成 23年度⇒平成 27年度） 

上位 5つの平成 23年度から平成 27年度の増減を確認すると、「虚血性心疾患」が

＋659円、「糖尿病」が＋234円増加している一方、「その他の内分泌,栄養及び代謝

疾患」、「高血圧性疾患」及び「腎不全」は減少しています。 

生活習慣病における加入者一人当たり医療費の推移 

 
平成23 年度 平成27 年度 傾向 

その他の内分泌，栄養及び 

代謝疾患（脂質代謝異常など） 
3,379 円 2,965 円 ↓ -414 円 

高血圧性疾患 2,792 円 2,717 円 ↓ -75 円 

虚血性心疾患 1,224 円 1,883 円 ↑ 659 円 

腎不全 2,634 円 2,403 円 ↓ -231 円 

糖尿病 2,387 円 2,621 円 ↑ 234 円 

脳梗塞 893 円 627 円 ↓ -266 円 

その他の脳血管疾患（動脈瘤など） 614 円 543 円     ↓ -71 円 

脳内出血 641 円 331 円 ↓ -310 円 

くも膜下出血 206 円 616 円 ↑ 410 円 

慢性閉塞性肺疾患 90 円 93 円 ↑ 3 円 

動脈硬化（症） 104 円 86 円 ↓ -18 円 

アルコール性肝疾患 18 円 34 円 ↑ 16 円 

脳動脈硬化（症） 2 円 2 円 - 0 円 
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（４）生活習慣病における疾病別有病者率と有病者一人当たり医療費の内訳 

 

   疾病別有病者率と有病者一人当たり医療費の経年変化 

疾病別の有病者率を確認すると、有病者率が高いものは、「その他の内分泌,栄養

及び代謝疾患」が 5.50％、「高血圧性疾患」が 4.83％、「糖尿病」が 2.08％となっ

ています。 

有病者一人当たり医療費で見ると、「腎不全」・「くも膜下出血」が際立って高くな

っています。 

「虚血性心疾患」・「糖尿病」は有病者率、有病者一人当たり医療費ともに平成 23

年度から増えており、特に「虚血性心疾患」の有病者一人当たり医療費が、1.33倍

増えています。また、「アルコール性肝疾患」の有病者一人当たり医療費についても

1.85倍増えています。 

生活習慣病における有病者率と有病者一人当たり医療費の変化（平成 23⇒平成 27 年度） 

 

有病者率 有病者一人当たり医療費 

23 年度 27 年度 傾向 23 年度 27 年度 増減 

その他の内分泌，栄養及び代謝疾

患（脂質代謝異常など） 
4.81% 5.50% ↑ 70,227 円 53,896 円 -16,331 円 

高血圧性疾患 4.47%  4.83% ↑ 62,436 円 56,225 円 -6,211 円 

虚血性心疾患 0.71% 0.81% ↑ 173,425 円 231,071 円 57,646 円 

腎不全 0.11% 0.12% ↑ 2,500,081 円 1,925,906 円 -574,175 円 

糖尿病 2.04% 2.08% ↑ 117,222 円 125,738 円 8,516 円 

脳梗塞 0.43% 0.45% ↑ 208,157 円 138,023 円 -70,134 円 

その他の脳血管疾患（動脈瘤など） 0.42% 0.44% ↑ 145,327 円 122,709 円 -22,618 円 

脳内出血 0.09% 0.09% - 736,856 円 365,617 円 -371,239 円 

くも膜下出血 0.05% 0.05% - 449,305 円 1,171,185 円 721,880 円 

慢性閉塞性肺疾患 0.24% 0.23% ↓ 37,256 円 38,872 円 1,616 円 

動脈硬化（症） 0.07% 0.06% ↓ 160,065 円 142,700 円 -17,365 円 

アルコール性肝疾患 0.04% 0.04% - 43,189 円 80,086 円 36,897 円 

脳動脈硬化（症） 0.01% 0.01% - 23,520 円 16,376 円 -7,144 円 

 

疾病別では、「糖尿病」、「アルコール性肝疾患」、「虚血性心疾患」の加入者一人当

たり医療費が増加しており、対策の中心に据えるべきものとして考えられます。そ

れぞれ疾患の有病者率、有病者一人当たり医療費の多寡、増減、また疾患特性を踏

まえて、病気になる人を減らす・増やさない取組み（1 次予防（個別性の高い情報

提供・特定保健指導等））と悪化者を減らす・増やさないための取組み（2次予防（受

診勧奨）、3次予防（重症化予防））の対策を検討・実施していきます。 
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（５）特定健康診査の結果による生活習慣病リスクの把握 

まだ医療費としては発生していない生活習慣病の潜在的なリスクを確認することを

目的に、下表の特定保健指導の階層化等の基準に基づき、平成 27年度の特定健康診査

の結果データを「健康分布」の図を用いて分析しました。 

図の横軸が肥満状況で、「肥満者（内臓脂肪型肥満）」が 38.2%、「非肥満者」が 61.8%

でした。 

図の縦軸が生活習慣病のリスク保有状況で、肥満者の内訳をみると、「受診勧奨域の

者」が 17.5%と最も多く、続いて「服薬者」が 10.8%、「保健指導域の者」が 7.8%、「リ

スクがない者」が 2.1%でした。 

同様に、非肥満者の内訳をみると、「保健指導域の者」が 19.2%と最も多く、続いて

「受診勧奨域の者」が 19.1%とほぼ同水準であり、「リスクがない者」が 17.1%、「服薬

者」が 6.4%でした。 

肥満・非肥満で区別しない場合、「保健指導域の者」は全体の 27.0%を占め、「受診

勧奨域の者」は 36.6%、「服薬者」は 17.2%を占めていることがわかり、服薬者を除く

と、特定健康診査の結果から何らかの生活習慣病対策が必要な者は、65.7%を占めるこ

とがわかりました。 

 

健康分布図比較（平成 27 年度） 

 

 
  

北海道支部 全体平均 
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① 肥満度（横軸） 

肥満：腹囲が男性 85ｃｍ以上、女性 90ｃｍ以上、もしくはＢＭＩが 25以上の者 

非肥満：肥満に該当しない者 

     ※ＢＭＩとは、Body Mass Index（ボディ・マス・インデックス）の略で、体格指数とも呼

ばれ、体重(kg)÷身長(m)÷身長(m)で計算します。 

 

 

② 生活習慣病のリスク度（縦軸） 

服薬：特定健康診査の問診において「血圧」、「血糖」及び「脂質」の服薬につ

いて「服薬あり」と回答している者 

受診勧奨域：「服薬」でない者のうち、下記の血液検査項目について、受診勧奨

値以上の項目を１つ以上保有している者 

保健指導域：「服薬」・「受診勧奨域」ではない者のうち、下記の血液検査項目に

ついて、保健指導値以上の項目を１つ以上保有している者 

リスクなし：「服薬」、「受診勧奨域」及び「保健指導域」に該当しない者 

 

※リスクなし以外(「服薬」、「受診勧奨域」、「保健指導域」)の者をリスク者と 

して考えます。 

 

血液検査項目 

 
受診勧奨値 保健指導値 

血糖 
空腹時血糖（mg/dl） 126 以上 100 以上 

ヘモグロビン A1c（NGSP 値として）（%） 6.5 以上 5.6 以上 

脂質 
中性脂肪（mg/dl） 300 以上 150 以上 

HDL コレステロール（mg/dl） 34 以下 39 以下 

血圧 
収縮期血圧（mmHg） 140 以上 130 以上 

拡張期血圧（mmHg） 90 以上 85 以上 

肝機能 

AST（GOT）（U/I） 51 以上 31 以上 

ALT（GPT）（U/I） 51 以上 31 以上 

Γ-GT（γ-GTP）（U/I） 101 以上 51 以上 
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（６）肥満状況及び生活習慣病リスク状況の全体・支部間比較と経年推移 

 

   ア 肥満状況と生活習慣病リスク状況の全体・支部間比較 

肥満状況と生活習慣病リスクの全体・支部間比較を確認すると、当支部は、肥満

の割合は 38.2%で全体平均 35.3%より高く、比較 6支部の中でも 2番目に高いが、リ

スク者の割合が 80.8%と全体平均 84.3%より低く、比較 6支部の中でも 1番低い割合

となっています。 

肥満・リスク者割合の支部間比較 

 

  

北海道 

肥満 ： 38.2％ 

リスク ： 80.8％ 

平均 

肥満 ： 35.3％ 

リスク ： 84.3％ 
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   イ 肥満状況と生活習慣病リスク状況の経年推移（平成 23年度⇒平成 27年度） 

当支部の肥満状況と生活習慣病リスク状況の経年推移を確認すると、平成 23年度

から肥満割合は減少していますが、リスク者は若干増加していることがわかります。

中でも、非肥満のリスク者が増えており、特定保健指導に限らないリスク者対策の

必要性が高いと考えられます。 

 

肥満・リスク者割合の経年推移 

 

 

非肥満におけるリスク者の割合推移 

 

  

39.1％ 
38.5％ 38.3％ 38.3％ 38.2％ 

37.8％ 36.8％ 36.6％ 37.9％ 36.6％ 

27.0％ 26.7％ 27.0％ 27.0％ 27.0％ 

16.5％ 17.3％ 17.4％ 16.4％ 17.2％ 

19.0％ 18.8％ 19.1％ 
20.1％ 

19.3％ 

19.2％ 

19.1％ 18.9％ 18.8％ 18.9％ 

6.4％ 6.7％ 6.7％ 6.4％ 6.4％ 
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（７）健診項目別リスク者の割合 

 

   ア 「血圧」におけるリスク者の割合と全体・他支部間比較 

当支部における「血圧」のリスク者は 31.9%です。全体平均（33.9%）と比べると

若干少なく、比較 6支部の中では、2番目に低い割合です。 

 

「血圧」のリスク状態比較 

 

 

   イ 「脂質」におけるリスク者の割合と全体・他支部間比較 

「脂質」のリスク者は 65.6%です。健診項目別にリスク者の割合を確認すると、1

番多く、これが「その他の内分泌,栄養及び代謝疾患」の有病者率が増加傾向になっ

ていることに繋がっていると考えられます。ただ、全体平均（65.7%）と他支部と比

較すると大きくは変わりません。 

 

「脂質」のリスク状態比較 
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ウ 「血糖」におけるリスク者の割合と全体・他支部間比較 

「血糖」のリスク者は 30.5%です。全体平均（48.3%）と比べても低く、また、比

較 6支部の中でも 1番割合が低くなっています。 

 

「血糖」のリスク状態比較 

 
    

エ 「肝機能」におけるリスク者の割合と全体・他支部間比較 

「肝機能」のリスク者は 30.7%です。全体平均（27.4%）より高く、比較 6支部の

中でも最も高くなっています。これが「アルコール性肝疾患」の医療費が増加傾向

となっていることに繋がっていると考えられます。 

 

「肝機能」のリスク状態比較 
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（８）問診における生活習慣の割合 

問診を確認してみると、喫煙歴や飲酒量は全体平均より高く、食習慣に関する項目

では、週 3回以上朝食をとらない方の割合が、全体平均と比べると高くなっています。

また、生活習慣の改善について取組み済みと回答した方の割合が低い傾向にあるので、

改善に向けた意識啓発の必要性が高いと考えられます。 

問診における生活習慣の割合（平成27 年度） 

※ 割合が高いほど、問診における良くない生活習慣を表します。 
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（９）組合員の特定健康診査・特定保健指導の実施率（平成 23年度～平成 27年度） 

組合員における特定健康診査の実施率の推移を確認すると、平成 23年度以降、全体

平均を下回っており、今後、実施方法および体制の見直しが必要と考えられます。 

特定保健指導について確認すると、平成 27年度から「訪問型特定保健指導」を実施

したことに伴い実施率は上昇しているものの、こちらも全体平均を下回っており、見

直しが必要と考えられます。 

 

組合員における特定健康診査の実施率推移（平成23 年度～平成27 年度） 

  
 

組合員における特定保健指導の実施率推移（平成23 年度～平成27 年度） 
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（１０）被扶養者の特定健康診査・特定保健指導の実施率（平成 23年度～平成 27年度） 

被扶養者における特定健康診査の実施率の推移を確認すると、平成 23年度と比べる

と概ね同様の水準となっており、全体平均を若干下回っていることがわかります。 

特定保健指導について確認すると、平成 24年度に上昇したものの、翌年度以降は下

降傾向にあることがわかります。 

 

被扶養者における特定健康診査の実施率推移（平成23 年度～平成27 年度） 

   

 

被扶養者における特定保健指導の実施率推移（平成23 年度～平成27 年度） 
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（１１）生活習慣病の対策の方向性 

生活習慣病は一般的に健康リスクのない状態から急に発症するものではなく、生活

習慣の積み重ねにより発症するものであり、発症（有病者）を減らす・増やさないこ

とが可能であること、また、悪性新生物等の他の疾患に比べリスク者が治療を開始し

ない・継続しない傾向があると考えられることから、組合員の健康レベルに応じて下

図のような取組みが必要です。 

当支部においては、医療費からは、「その他の内分泌,栄養及び代謝疾患」、「高血圧

性疾患」、「糖尿病」、「腎不全」、「虚血性心疾患」を中心とした、特定健康診査の結果

データからは、「脂質」、「肝機能」を中心とした対策の必要性が見えてきました。 

また、生活習慣の改善への意欲を高めるための意識啓発の必要性と、生活習慣病の

大きな要因である飲酒量や喫煙者の割合が高いことが問診からは見えてきたので、健

康的な生活習慣を身に着けるための動機づけとなる取組みも併せて必要となります。 

このことから、平成 20年度から実施してきている「特定健診・特定保健指導」の継

続、更なる強化に加えて、若年層の組合員への人間ドックの優先的な受診機会の提供

と広報誌等を通じた飲酒や禁煙等に関する啓発を行い、組合員の健康意識の向上を図

ります。 

また、リスク者については、当支部の広域性等を考慮して訪問型特定保健指導によ

る特定保健指導のさらなる利用促進により疾患の発症予防を推進し、発症者について

は、早期治療促進のための「受診勧奨」、「重症化予防」の実施、強化をしていくこと

により悪化者を減らす・増やさないことを考えていきます。 

生活習慣病対策の構造 

 

組合員の健康レベル 生活習慣病予防としての対策（保健事業）

健康

疾患

QOLの低下

疾患
予備群

医療費の発生

治療の提供 後発医薬品の利用促進
（健康課題から考えられる対策とは別に、医療費の適正化に資する事業として）

個別性の高い
情報提供

（組合員の意識づけ）

健康意識・
リテラシーの

醸成

健康相談・健康教育
健康の

維持・増進

受診勧奨
早期治療の

促進

重症化予防
重症化予防

の推進

特定保健指導
発症予防の

推進

データヘルスでは
基盤事業として

位置づけられている

“高齢者医療確保法”で
定められている
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５ 悪性新生物の詳細傾向と対策の方向性 

 

（１）加入者一人当たり医療費の状況 

当支部の平成 27年度の悪性新生物における加入者一人当たり医療費は 5,465円で、

全体平均の 5,287円より 178円高く、また、比較 6支部の中でも 3番目に高いため、

対策による改善可能性があるものと考えられます。 

また、当支部内の経年変化を確認すると、平成 24年度より続けて増加傾向にあり、

平成 23年度からすでに全体平均を上回っていることがわかります。 

 

悪性新生物における加入者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

悪性新生物における加入者一人当たり医療費の増減傾向（平成 23 年度～平成 27 年度） 
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（２）有病者率及び有病者一人当たり医療費の状況 

当支部の平成 27 年度の悪性新生物における有病者率は 2.02％で、有病者一人当た

り医療費は 270,101円となっています。 

特徴として、有病者率は全体平均の 2.78％より低く、比較 6支部の中でも最も低く

なっています。有病者一人当たり医療費は、全体平均 190,049円より 80,052円高く、

比較 6支部の中では、最も高くなっています。 

平成 23年度から平成 27年度への経年変化を確認すると、当支部の有病者率の増減

は＋0.18％で全体平均の＋0.36％より低く、比較 6支部の中でも最も低くなっていま

す。有病者一人当たり医療費は、全体平均は 12,820 円減っており、当支部は 9,064

円減っています。 

 

悪性新生物における有病者率と有病者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

 

悪性新生物における有病者率と有病者一人当たり医療費の推移（平成 23 年度⇒平成27 年度） 

 

有病率 ： 2.02％ 

医療費 ： 270,101円 

有病率 ： 2.78％ 

医療費 ： 190,049円 

有病率 ： 0.18％ 

医療費 ： -9,064円 

有病率 ： 0.36％ 

医療費 ： -12,820円 
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（３）悪性新生物における加入者一人当たり医療費の内訳 

 

ア 疾病別加入者一人当たり医療費 

加入者一人当たり医療費の内訳を確認すると、「乳房の悪性新生物」が 2,479 円

（45.4％）、「結腸の悪性新生物」が 784 円（14.3％）、「胃の悪性新生物」が 776 円

（14.2％）、「気管，気管支及び肺の悪性新生物」が 538 円（9.8％）、「直腸Ｓ状結腸移行

部及び直腸の悪性新生物」が 453 円（8.3％）、「子宮の悪性新生物」が 436 円（8.0％）と

なっています。 

※「％」は悪性新生物における疾病別加入者一人当たり医療費全体に占める割合 

 

悪性新生物における疾病別加入者一人当たり医療費（平成 27 年度） 

 

  

436円

453円

538円

776円

784円

2,479円

0円 500円 1,000円 1,500円 2,000円 2,500円 3,000円

子宮の悪性新生物

直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物

気管，気管支及び肺の悪性新生物

胃の悪性新生物

結腸の悪性新生物

乳房の悪性新生物
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イ 疾病別加入者一人当たり医療費の経年変化（平成 23年度⇒平成 27年度） 

平成 23年度から平成 27年度の増減を確認すると、「乳房の悪性新生物」が＋376円、

「胃の悪性新生物」が＋226円、「結腸の悪性新生物」が＋187円、「直腸Ｓ状結腸移行部

及び直腸の悪性新生物」が＋50円と増加傾向にあり、「気管，気管支及び肺の悪性新生

物」及び「子宮の悪性新生物」は、減少傾向となっています。 

 

悪性新生物における疾病別加入者一人当たり医療費の経年変化（平成 23 年度⇒平成 27 年度） 

 
平成23 年度 平成27 年度 傾向 

乳房の悪性新生物 2,103 円 2,479 円 ↑ 376 円 

結腸の悪性新生物 597 円 784 円 ↑ 187 円 

胃の悪性新生物気管 550 円 776 円 ↑ 226 円 

気管、気管支及び肺の悪性新生物 992 円 538 円 ↓ -454 円 

直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性

新生物 
403 円 453 円 ↑ 50 円 

子宮の悪性新生物 494 円 436 円 ↓ -58 円 
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（４）疾病別有病者率と有病者一人当たり医療費の経年変化 

「結腸の悪性新生物」、「直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物」、「胃の悪性新生

物」を見ると、平成23年度と比べると有病者率はほぼ横ばいであるが、有病者一人当たり医

療費が、それぞれ41,752円、113,693円増えており、大腸がんと胃がんに関しては、早期発

見・早期治療ができていない可能性が見られ、対策の必要性があるものと考えられます。 

「乳房の悪性新生物」については、有病者率は＋0.17％である一方、有病者一人当たり

医療費は 22,948 円減っています。同様に、「子宮の悪性新生物」を見ても、有病者一人当

たり医療費が29,527円減っているため、女性特有のがんに関しては、平成23年度と比べて

早期発見・早期治療ができているものと考えられます。 

 

悪性新生物における有病者率と有病者一人当たり医療費の変化（平成 23 年度⇒平成 27 年度） 

 

有病者率 有病者一人当たり医療費 

23 年度 27 年度 傾向 23 年度 27 年度 増減 

乳房の悪性新生物 0.62% 0.79% ↑ 338,485 円 315,537 円 -22,948 円 

結腸の悪性新生物 0.33%  0.35% ↑ 180,975 円 222,727 円 41,752 円 

気管，気管支及び肺の悪性新

生物 
0.23% 0.20% ↓ 438,232 円 269,405 円 -168,827 円 

子宮の悪性新生物 0.36%  0.40% ↑ 137,219 円 107,692 円 -29,527 円 

胃の悪性新生物 0.29% 0.27% ↓ 189,327 円 286,339 円 97,012 円 

直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸

の悪性新生物 
0.06%  0.06% - 687,677 円 801,370 円 113,693 円 

 

 

（５）悪性新生物の対策の方向性 

悪性新生物は、検診でリスク者を早期発見し、早期治療を促すことで、重症者を出さない

ようにすることが主な対策になるものと考えます。 

当支部では、「結腸の悪性新生物」、「直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物」、

「胃の悪性新生物」において、早期発見・早期治療が実現できていない可能性があり、これ

らについては定期健康診断等における再検査の早期受診を事業主と連携を図りながら勧

奨します。「乳房の悪性新生物」及び「子宮の悪性新生物」については、引き続き器官別検

診の受診勧奨を進めます。 

また、悪性新生物の原因となり得る、禁煙・飲酒などの生活習慣についても、生活習慣病

と共通する部分があり、生活習慣病対策を通じて実施していくものとします。 
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６ 精神の疾病の詳細傾向と対策の方向性 

 

（１）加入者一人当たり医療費の状況 

当支部の平成 27年度の精神の疾病における加入者一人当たり医療費は 2,881円で、

全体平均の 2,846円より 35円高く、比較 6支部の中では最も高くなっています。 

また、当支部内の経年変化を確認すると、平成 24年度に一度増加したものの、平成

25年以降は減少傾向となっています。 

 

精神の疾病における加入者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

 

精神の疾病における加入者一人当たり医療費の増減傾向（平成 23 年度～平成 27 年度 

 

 



31 

 

（２）有病者率及び有病者一人当たり医療費の状況 

当支部の平成 27 年度の精神の疾病における有病者率は 3.74％で、有病者一人当た

り医療費は 77,085円となっています。 

特徴として、有病者率は全体平均と同じであり、比較 6支部の中では 3番目に位置

しています。有病者一人当たり医療費は、全体平均 76,156円より 929円高く、比較 6

支部の中では最も高くなっています。 

平成 23年度から平成 27年度への経年変化を確認すると、当支部の有病者率の増減

は＋0.28％で全体平均の＋0.35％とあまり差はないですが、有病者一人当たり医療費

が全体平均は 2,708円減っており、当支部は 9,659円減少しています。 

 

 

精神の疾病における有病者率と有病者一人当たり医療費の比較（平成 27 年度） 

 

 

精神の疾病における有病者率と有病者一人当たり医療費の推移（平成23 年度⇒平成27 年度） 

 

有病率 ： 3.74％ 

医療費 ： 76,156円 

有病率 ： 3.74％ 

医療費 ： 77,085円 

有病率 ： 0.35％ 

医療費 ： -2,708円 

有病率 ： 0.28％ 

医療費 ： -9,659円 
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（３）精神の疾病における加入者一人当たり医療費の内訳 

 

ア 疾病別加入者一人当たり医療費 

加入者一人当たり医療費の内訳を確認すると、「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）」が

2,116 円（73.4％）、「神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害」が 765 円

（26.6％）となっており、「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）」の医療費が大きくなってい

ます。 

※「％」は精神の疾病における疾病別加入者一人当たり医療費全体に占める割合 

 

精神の疾病における疾病別加入者一人当たり医療費（平成 27 年度） 
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気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）
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イ 疾病別加入者一人当たり医療費の経年変化（平成 23年度⇒平成 27年度） 

平成 23 年度から平成 27 年度の増減を確認すると、「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含

む）」が-98 円、「神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害」が-17 円とそれ

ぞれ減少しています。 

 

精神の疾病における疾病別加入者一人当たり医療費の経年変化（平成 23 年度⇒平成 27 年度） 

 
平成23 年度 平成27 年度 傾向 

気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む） 2,214 円 2,116 円 ↓ -98 円 

神経症性障害，ストレス関連障害及

び身体表現性障害 
782 円 765 円 ↓ -17 円 
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（４）疾病別有病者率と有病者一人当たり医療費の経年変化 

疾病別の有病者率を確認すると、「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）」が 2.14％、

「神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害」が 1.77％となっています。 

有病者一人当たり医療費で見ると、「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）」が 98,827

円と高くなっており、「神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害」が

43,225円となっています。 

平成 23年度と比較すると、「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）」、「神経症性障害，

ストレス関連障害及び身体表現性障害」の有病者率はそれぞれ増えているものの、有

病者一人当たり医療費は減っています。 

 

精神の疾病における有病者率と有病者一人当たり医療費の変化（平成 23 年度⇒平成 27 年度） 

 

有病者率 有病者一人当たり医療費 

23 年度 27 年度 傾向 23 年度 27 年度 増減 

気分〔感情〕障害（躁うつ病を含

む） 
2.02% 2.14% ↑ 109,549 円 98,827 円 -10,722 円 

神経症性障害，ストレス関連障

害及び身体表現性障害 
1.61%  1.77% ↑ 48,582 円 43,225 円 -5,357 円 

 

 

（５）精神の疾病の対策の方向性 

「気分〔感情〕障害（躁うつ病を含む）」を中心に、有病者を増やさない・減らす、

悪化者を増やさない・減らす対策の必要性が見えます。精神の疾病における不調の未

然防止のためには、職場環境の改善等による心理的負担の軽減、労働者のストレスマネジ

メントの向上を促すこと（セルフケア）が重要とされており、そのために、1 次予防として、事

業主にストレスチェックが義務付けられ、労働者の心理的な負担の程度を把握し、セルフケ

アや、職場環境の改善につなげる取組みの強化が求められています。また、2 次予防とし

て、上司、産業保健スタッフ等によるメンタルヘルス不調の早期発見と適切な対応（ラインケ

ア）があり、3次予防は職場復帰・再発防止の取組みになります。事業主による対策が

中心となり、医療保険者としてできることは限られますが、事業主との連携の中で、

当支部では心の健康相談事業をはじめとするメンタルヘルス対策事業を引き続き推進

すべきものと考えています。 
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第３章 健康課題に対応した保健事業の整理 

 

１ 当共済組合全体の重点取組事項 

当共済組合全体において重点的に取り組むこととしている保健事業について、これ

までの支部事業と比較するとともに、別表資料「①当共済組合全体の重点取組事項」

の表において支部が今後必要と考える事業の明確化を行いました。 

 

   

疾病特性

の区分

共済組合全体の

方向性
事業目的

法定事業

（●）

支援金加減

算対象

当共済組合

全体の重点取

組事項

生活習慣病

（タイプ１）
1-1

特定健康診査

（事業主健診結果

受領・人間ドック）

生活習慣病リスクの早期発見の機会提供を行うととも

に、特定保健指導をはじめとした各種予防対策を必要と

する者を的確に選別すること。

● ○

1-2
特定保健指導

【1次予防】

対象者の個別の状況に応じ必要な指導及び助言を行

い、これを通じて生活習慣病に移行させないこと。

（医療費の適正化）

● ○

1-3

個別性の高い情報提

供（ICTの活用を含

む）

【1次予防】

健診結果から自らの健康状況を認識するとともに、健康

な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深め、主体

的に健康の維持・改善活動を行うきっかけとなるよう意識

づけを行うこと。

（健康行動への意識づけ）

○ ○

1-4

生活習慣病に関する

意識啓発

【1・2・3次予防】

参加者が生活習慣病予防に関する必要な知識を獲得

し、必要な意志決定ができるように、そして生活習慣病

予防に自ら積極的に取り組む実行力を身につけることが

できるように援助すること。

1-5
医療機関の受診勧奨

【2次予防】

対象者が健診結果から自らの健康状況を強く認識し、

生活習慣病の早期治療の開始（医療機関の受診）

や、生活習慣の改善行動に繋がるよう促すこと。

（高額医療への発展リスクの低減/生涯医療費の抑

制）

○

1-6
重症化予防

【3次予防】

既に治療を開始している対象者において、かかりつけ医と

連携し、身体機能の維持に必要な自己管理の指導及

び助言を行い、これを通じて慢性疾患の重症化や合併

症の発症・再発を防止すること。

○

1-7
40歳未満に対する人

間ドック・保健指導

生活習慣病リスクの早期発見の機会提供を行うととも

に、対象者の個別の状況に応じ必要な指導及び助言を

行うことで、40歳に到達したときにメタボリックシンドローム

及びその予備群に該当しないこと。

○

左記方向性に基づき

必要と考えられる保健事業

・特定健康診査・特

定保健指導の実施

率向上

・組合員等の利便を

考慮した実施体制

の整備及び周知

・事業主健診の結

果授受その他の事

業者との間の事務を

円滑に行うための所

要の整備

・個人に合わせた情

報提供の拡充及び

実施方法の工夫

（必要に応じICTを

活用）

・LDLとHbA1cにつ

いて優先的に改善

・若年層に対し健康

増進に寄与する事

業を推進
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疾病特性

の区分
対策の方向性 事業目的

法定事業

（●）

支援金加減

算対象

当共済組合

全体の重点取

組事項

（続き） 1-8 運動習慣づくりの支援
運動施設の利用等を通じて、運動習慣を継続するため

の機会を提供すること。
○ ○

1-9

飲酒が健康に与える

影響についての意識

啓発

飲酒が健康に与える影響に関する必要な知識を獲得し

て、必要な意志決定ができるように、そして節酒に自ら積

極的に取り組む実行力を身につけることができるように援

助すること。

○

1-10

慢性閉塞性肺疾患

（COPD)の認知度

の向上

組合員等が広報等を通じてCOPDに関する知識を獲得

し、自ら予防に取り組むよう誘導すること。
○

1-11
禁煙についての意識

啓発

組合員等が禁煙に関する必要な知識を獲得して、必要

な意志決定ができるように、そして禁煙に自ら積極的に

取り組む実行力を身につけることができるように援助するこ

と。

○ ○

1-12 禁煙支援

喫煙者に禁煙プログラムへの参加や禁煙外来の助成、

禁煙補助薬の配付・助成を通じて、禁煙を開始させ、定

着化させること。

○ ○

2-1 胃がん検診 胃がんの早期発見の機会提供を行うこと。

2-2 大腸がん検診 大腸がんの早期発見の機会提供を行うこと。

2-3 肺がん検診 肺がんの早期発見の機会提供を行うこと。

2-4 乳がん検診 乳がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○

2-5 子宮頸がん検診 子宮頸がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○

2-6 その他のがん検診
上記５大がん以外のがんの早期発見の機会提供を行う

こと。

2-7
がんに関する意識啓

発

組合員等が婦人がんを始めとしたがんに関する必要な知

識を獲得し、必要な意志決定ができるように、また、がん

の予防及び早期発見に自ら積極的に取り組む実行力を

身につけることができるように援助すること。

○

精神の疾病

（タイプ３）
3-1 メンタルヘルス相談

メンタルヘルスに関する個別の相談に応じ必要な指導及

び助言を行い、悩みや不安を解消すること。
○ ○

3-2
メンタルヘルスに関する

意識啓発

参加者（一般の組合員等/管理監督者）がメンタルヘ

ルスケアに関する必要な知識を獲得し、必要な意志決

定ができるように、そしてメンタルヘルスケアに自ら積極的

に取り組む実行力を身につけることができるように援助す

ること。

○

3-3

ストレスチェック

（心の健康チェック事

業）

メンタルヘルス不調の気付きを促すとともに、ストレスの原

因となる職場環境の改善につなげること。（ストレスチェッ

クは事業者に実施義務があるため、共済組合はそれを支

援する。）

○

歯の疾病

（タイプ３）
3-4

歯の喪失防止につい

ての意識啓発

発生する年代・性別に応じて歯科疾患の予防に関する

注意喚起の情報発信及び保健物資の配付を行うこと。
○

3-5 歯科健診 う蝕や歯肉炎の早期発見の機会提供を行うこと。 ○

季節性疾患

（タイプ３）

・重点取組事項では

ないが、加減算の指

標の１つである。 3-6 予防接種の実施
インフルエンザ予防接種等の負担軽減を実施することで、

感染予防を行うこと。
○

その他

（共通）
4-1 健康相談

心と身体全般に関する相談に応じ、必要な指導及び助

言を行い、悩みや不安を解消すること。

4-2

個人の予防・健康づく

りに向けたインセンティ

ブ

健康に関する問題意識の喚起及び行動変容を実現す

るよう援助すること。
○ ○

4-3
職場環境の整備（コ

ラボヘルス）の推進

組合員が保健事業に参加しやすい職場環境を醸成し、

個々の組合員が健康づくりに自主的に取り組みやすい環

境が職場において実現すること。

○ ○

・組合員等の年齢

及び性別等に応じた

効果的かつ効率的

な事業

左記方向性に基づき

必要と考えられる保健事業

※今回、1-8～12

について注目した分

析は行っていない

が、当共済組合にお

ける重点取組事項と

している。

悪性新生物

（タイプ２）

・特に婦人がん検診

の拡充

○

・法定のストレス

チェック受検後のフォ

ローアップに活用する

ことを意識

※今回、歯科に注

目した分析は行って

いないが、当共済組

合における重点取組

事項としている。
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２ 既存事業の確認と新規事業 

1 及び第 2 章で見えてきた当支部の特徴と、今後取り組むべき健康課題について、

当支部のこれまでの事業（既存事業）と照らし合わせ、その過不足を確認し、平成 30

年度からの継続/新規事業を、その実施理由とともに選定し、別表資料「②これまでの

事業の整理」と「③新規事業の整理」にまとめました。 

 

３ 事業の具体的な実施内容 

具体的な実施内容については、別表資料「④今後実施する事業」と「⑤事業の年度計

画」にまとめました。 
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第４章 各事業の評価項目及び目標値の設定 

第 3 章において挙げた当共済組合全体において重点的に取組むこととしている保健事

業について、各事業を事業目的に照らして検討し、アウトカム、アウトプット、プロセス、

ストラクチャー(※)の観点より評価項目及び目標値を洗い出しました。 

(※アウトカム、アウトプット、プロセス、ストラクチャーの説明は後述。)  

その上で、アウトカムを実現するためのアウトプットであり、そのアウトプットを達成

するためのプロセス、ストラクチャーであるという構造を踏まえ、目標項目として目標値

を設定するものは、アウトカム、アウトプットの項目とし、プロセス、ストラクチャーに

関しては、目標値の達成状況の原因・理由を探り、改善を図る評価項目として位置付ける

ことを基本としました。 

ただし、アウトカム、アウトプットにおいて、その把握のためのデータ、情報の収集と

いう観点から、定性的な目標を設定するものとしました。なお、目標値については、健康

日本 21（21世紀における国民健康づくり運動）等を参考にしています。 

以上をふまえ、次頁の表のとおり、当支部の第 2期データヘルス計画の目標を設定しま

した。 

 

① アウトカム 

  事業の目的・目標の達成度、また、成果の数値目標に対する評価です。 

評価指標の例としては、検査値の改善率、メタボリックシンドロームの該当率及び生

活習慣の改善などが挙げられます。 

 

② アウトプット 

  目的・目標の達成度のために行われる事業の結果に対する評価です。 

  評価指標の例としては、特定健診の受診率や保健指導の実施率、セミナーの参加人数

などが挙げられます。 

 

③ プロセス 

  事業の目標を達成するための実施過程が適切であるかを評価します。 

  評価指標の例としては、特定健診及び保健指導の実施方法等が挙げられます。 

 

④ ストラクチャー 

  保健事業を実施するための仕組みや体制が整っているかを評価します。  

評価指標の例としては、事業主との連携体制や予算等が挙げられます。 
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公立学校共済現在値 当支部現在値
当支部目標値

（平成35年）

健康日本21、特定健

診・保健指導の目標値
使用データ・情報等

80.7%

（平成27年度）

68.0%

（平成27年度）
90% 90% 特定健診データ

18.0%

（平成27年度）

12.1%

（平成27年度）
45% 45% 特定健診データ

ー
815人

（平成27年度）
1,200人 ー 人間ドックデータ

該当者11.5%

予備群11.2%

（平成27年度）

該当者 11.6%

予備群 12.4%

（平成27年度）

該当者 10.0%

予備群 11.0%

25%減少

（平成20年対比）
特定健診データ

男性13.6%

女性12.9%

（平成27年度）

男性 14.0%

女性 11.9%

（平成27年度）

　男性  6.2%

　女性  8.8%

　男性6.2%

　女性8.8%

（平成34年度）

特定健診データ

0.8%

（平成27年度）

0.7%

（平成27年度）
0.5%

1.0%

（平成34年度）
特定健診データ

食習慣

いくつかあるが、公立学校共済の加入者の習慣がよくない割合が高い

ものが候補になると考える

①「人と比較して食べる速度が速い」の回答が「速い」の人の割合

②「夕食後に間食（3食以外の夜食）をとることが週に3回以上ある」

の回答が「はい」の人の割合

①43.6%

②18.5%

（平成27年度）

① 39.4%

② 20.9%

（平成27年度）

① 38.0%

② 17.0%

－

（特定健診データで確認

できる項目が健康日本

21にはない）

特定健診データ

運動習慣

「「1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施して

いる」の回答が「いいえ」の人の割合」
76.5%

（平成27年度）

69.0%

（平成27年度）
65.0%

20歳～64歳

　男性 64％

　女性 67％

65歳以上

　男性 42％

　女性 52％

（平成34年度）

特定健診データ

飲酒習慣

「「飲酒日の1日当たりの飲酒量が男性2合以上、女性1合以上」の人

の割合」
男性12.3%

女性5.9%

（平成27年度）

男性 14.3%

女性  9.1%

（平成27年度）

男性 13.0%

女性  6.4%

男性　13%

女性　6.4%

（平成34年度）

※健康日本21では、

男性は2合以上、

女性は1合以上の割合を

目標値としている

特定健診データ

睡眠・休養

「睡眠で休養が十分とれている」の回答が「いいえ」の人の割合

43.0%

（平成27年度）

40.7%

（平成27年度）
15.0%

15%

（平成34年度）
特定健診データ

喫煙習慣

「現在、たばこを習慣的に吸っている」の回答が「はい」の人の割合」

12.0%

（平成27年度）

17.6%

(平成27年度）
12.0%

12%

（平成34年度）
特定健診データ

健康意識の変化 「運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか」の回答が

「まだ開始していない」人の割合」

75.9%

（平成27年度）

77.3%

（平成27年度）
70.0% － 特定健診データ

ー - - ー カウント

飲酒に関する啓発 広報の配布数（掲載数）
ー - 1 ー カウント

COPDの認知 広報の配布数（掲載数）
ー - 1 ー カウント

セミナー参加者数
ー - - ー カウント

広報の配布数（掲載数）
ー - 1 ー カウント

胃がん
－ 78.7% 80.0%

50%

（平成28年度）
費用補助の利用者数

大腸がん
－ 78.7% 80.0%

50%

（平成28年度）
費用補助の利用者数

肺がん
－ 78.7% 80.0%

50%

（平成28年度）
費用補助の利用者数

乳がん
－ 59.3% 70.0%

50%

（平成28年度）
費用補助の利用者数

子宮頸がん
－ 59.3% 70.0%

50%

（平成28年度）
費用補助の利用者数

その他のがん
ー - - ー 費用補助の利用者数

がんに関する啓発 広報の配布数（掲載数）
ー 2 1 ー カウント

セミナー参加者数
－ 286人 400人 － カウント

広報の配布数（掲載数）
ー 12 1 ー カウント

歯科健診受診者数
－ - -

65%

（平成34年度）
費用補助の利用者数

広報の配布数（掲載数）
ー - 1 ー カウント

実施の有無
－ 無 有 － カウント

WEBツール：利用者数（率）
ー - - ー カウント

冊子：配布数
－ - 15,000 － カウント

実施の有無
－ 無 無 － カウント

利用者数（率）
－ - - － カウント

職場とのコラボレーション 事業主の保健事業への協力状況を確認する全般的・網羅的なものは

なく、例えば、特定健診や特定保健指導の事業への協力状況（健診

データ提出の時間（速さ）、保健指導の職場での実施への協力（就

業時間内実施）など）で確認することが現実的な方法と考える。
－

人間ドック・特定保健指

導の受診時の職務専念

義務の免除等の保健事

業への参加しやすい職場

環境の醸成

人間ドック・特定保健指

導の受診時の職務専念

義務の免除等の保健事

業への参加しやすい職場

環境の醸成

－ カウント

歯科習慣の変化

個別性の高い情報提供の実施

状況

個人の予防・健康づくりに向け

たインセンティブの実施状況

血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少

（HbA1cがJDC値8.0%（NGSP値8.4%）以上の者の割合）

生活習慣の変化

運動習慣づくり支援の利用者数

禁煙に関する啓発

がん検診受診率

（もしくは費用補助の利用率）

メンタルヘルスに関する啓発

脂質異常症の減少

（LDLコレステロール160mg/dl以上の者の割合）

項目

特定健診受診率

特定保健指導実施率

40歳未満の人間ドック受診者数

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少
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第５章 データヘルス計画の評価と見直し  

 

１ 健康・医療情報の活用及びＰＤＣＡサイクルに沿った事業運営 

保健事業の効果的かつ効率的な推進を図るために、健康・医療情報（健康診査の結果

や診療報酬明細書等から得られる情報、各種保健医療関連統計資料その他の健康や医療

に関する情報）を活用して、ＰＤＣＡサイクルに沿って事業運営を行うこととし、事業

の運営に当たっては、費用対効果の観点も考慮することとしています。 

保健事業のＰＤＣＡサイクル 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第 2期データヘルス計画の基本的な考え方 

当共済組合が取得することができる組合員等の健康情報に基づき、既存事業の効果を

検証し、医療保険分野に係る国のＩＣＴ政策の動向を注視しつつ、健康情報の管理及び

分析並びに活用をＰＤＣＡサイクルとして年間事業計画へ組み込み、効果的な取組みを

行うものとします。 

例えば、支部で実施する運営審議会や検討委員会等において報告、検証し、次年度の

事業の改善を図ることでデータヘルス計画の評価と見直しを効率的に進めることを考

えています。 

 

 

  

Pｌａｎ（計画） 

・健康課題の分析 

・保健事業の企画 

 

Ｃｈｅｃｋ（評価） 

保健事業の検証 

Ｄｏ（実施） 

保健事業の実施 
Ａｃｔ（改善） 

保健事業の修正 
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第６章 計画の公表・周知 

第 2 期データヘルス計画の内容は、当支部ホームページ等において公表します。また、

計画の概要及び個別の保健事業の普及等に関しては、リーフレット等により組合員へ配付

し、周知を図ることとしています。 

 

 

第７章 個人情報の保護 

健康情報の管理、分析及び事業主（事業主の委託先も含む。）からの取得等に当たって

は、個人情報保護法（平成 15年法律第 57号）、公立学校共済組合個人情報保護規程（平成

17年 3月 16日制定）その他の関係法令等の規定を遵守し、慎重に取り扱うものとします。 

 

 

第８章 備考 

 

１ レセプトデータについて 

レセプトの基礎データについては、各年度の 4月から翌年 3月までに社会保険診療報

酬支払基金から請求があり、その月に医療費を支払った分の医科レセプト、DPC レセプ

トの電子化されたもの（紙レセプトデータを除く）を分析対象としています。なお、歯

科レセプトについては、電子化が整備されていなかったため分析対象外としています。 

 

  

２ 組合員及び被扶養者データについて 

組合員及び被扶養者データについては、各年度の 4月 1日～翌年の 3月 31日の間に 1

日でも資格を有していた者を抽出しています。 

 

 

３ 特定健診等データについて 

特定健康診査及び特定保健指導の実績については、当共済組合本部において各支部の

実績を取りまとめ、翌年度に国へ報告した結果データを対象としています。 

 



別表資料

①当共済組合全体の重点取組事項

疾病特性

の区分

共済組合全体の

方向性
事業目的

法定事業

（●）

支援金加減

算対象

当共済組合

全体の重点

取組事項

支部で今後

必要と考える

事業

これまでの

支部事業

生活習慣病

（タイプ１）
1-1

特定健康診査

（事業主健診結果

受領・人間ドック）

生活習慣病リスクの早期発見の機会提供を行うとと

もに、特定保健指導をはじめとした各種予防対策を

必要とする者を的確に選別すること。

● ○ ○ ○

1-2
特定保健指導

【1次予防】

対象者の個別の状況に応じ必要な指導及び助言

を行い、これを通じて生活習慣病に移行させないこ

と。

（医療費の適正化）

● ○ ○ ○

1-3

個別性の高い情報

提供（ICTの活用

を含む）

【1次予防】

健診結果から自らの健康状況を認識するとともに、

健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深

め、主体的に健康の維持・改善活動を行うきっかけ

となるよう意識づけを行うこと。

（健康行動への意識づけ）

○ ○ ○ ○

1-4

生活習慣病に関す

る意識啓発

【1・2・3次予防】

参加者が生活習慣病予防に関する必要な知識を

獲得し、必要な意志決定ができるように、そして生活

習慣病予防に自ら積極的に取り組む実行力を身に

つけることができるように援助すること。

○

1-5

医療機関の受診勧

奨

【2次予防】

対象者が健診結果から自らの健康状況を強く認識

し、生活習慣病の早期治療の開始（医療機関の

受診）や、生活習慣の改善行動に繋がるよう促す

こと。

（高額医療への発展リスクの低減/生涯医療費の

抑制）

○

1-6
重症化予防

【3次予防】

既に治療を開始している対象者において、かかりつけ

医と連携し、身体機能の維持に必要な自己管理の

指導及び助言を行い、これを通じて慢性疾患の重

症化や合併症の発症・再発を防止すること。

○

1-7

40歳未満に対する

人間ドック・保健指

導

生活習慣病リスクの早期発見の機会提供を行うとと

もに、対象者の個別の状況に応じ必要な指導及び

助言を行うことで、40歳に到達したときにメタボリック

シンドローム及びその予備群に該当しないこと。

○ ○ ○

左記方向性に基づき

必要と考えられる保健事業

・特定健康診査・

特定保健指導の

実施率向上

・組合員等の利便

を考慮した実施体

制の整備及び周

知

・事業主健診の結

果授受その他の事

業者との間の事務

を円滑に行うため

の所要の整備

・個人に合わせた

情報提供の拡充

及び実施方法の

工夫（必要に応

じICTを活用）

・LDLとHbA1cに

ついて優先的に改

善

・若年層に対し健

康増進に寄与する

事業を推進



別表資料

疾病特性

の区分
対策の方向性 事業目的

法定事業

（●）

支援金加減

算対象

当共済組合

全体の重点

取組事項

支部で今後

必要と考える

事業

これまでの

支部事業

（続き） 1-8
運動習慣づくりの支

援

運動施設の利用等を通じて、運動習慣を継続する

ための機会を提供すること。
○ ○

1-9

飲酒が健康に与え

る影響についての意

識啓発

飲酒が健康に与える影響に関する必要な知識を獲

得して、必要な意志決定ができるように、そして節酒

に自ら積極的に取り組む実行力を身につけることがで

きるように援助すること。

○ ○

1-10

慢性閉塞性肺疾患

（COPD)の認知度

の向上

組合員等が広報等を通じてCOPDに関する知識を

獲得し、自ら予防に取り組むよう誘導すること。
○ ○

1-11
禁煙についての意識

啓発

組合員等が禁煙に関する必要な知識を獲得して、

必要な意志決定ができるように、そして禁煙に自ら積

極的に取り組む実行力を身につけることができるよう

に援助すること。

○ ○ ○

1-12 禁煙支援

喫煙者に禁煙プログラムへの参加や禁煙外来の助

成、禁煙補助薬の配付・助成を通じて、禁煙を開

始させ、定着化させること。

○ ○

2-1 胃がん検診 胃がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○ ○

2-2 大腸がん検診 大腸がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○ ○

2-3 肺がん検診 肺がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○ ○

2-4 乳がん検診 乳がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○ ○ ○

2-5 子宮頸がん検診 子宮頸がんの早期発見の機会提供を行うこと。 ○ ○ ○

2-6 その他のがん検診
上記５大がん以外のがんの早期発見の機会提供を

行うこと。

2-7
がんに関する意識啓

発

組合員等が婦人がんを始めとしたがんに関する必要

な知識を獲得し、必要な意志決定ができるように、ま

た、がんの予防及び早期発見に自ら積極的に取り

組む実行力を身につけることができるように援助する

こと。

○ ○ ○

精神の疾病

（タイプ３）
3-1 メンタルヘルス相談

メンタルヘルスに関する個別の相談に応じ必要な指

導及び助言を行い、悩みや不安を解消すること。
○ ○ ○ ○

3-2
メンタルヘルスに関す

る意識啓発

参加者（一般の組合員等/管理監督者）がメンタ

ルヘルスケアに関する必要な知識を獲得し、必要な

意志決定ができるように、そしてメンタルヘルスケアに

自ら積極的に取り組む実行力を身につけることができ

るように援助すること。

○ ○ ○

3-3

ストレスチェック

（心の健康チェック

事業）

メンタルヘルス不調の気付きを促すとともに、ストレス

の原因となる職場環境の改善につなげること。（スト

レスチェックは事業者に実施義務があるため、共済組

合はそれを支援する。）

○ ○ ○

歯の疾病

（タイプ３）
3-4

歯の喪失防止につ

いての意識啓発

発生する年代・性別に応じて歯科疾患の予防に関

する注意喚起の情報発信及び保健物資の配付を

行うこと。

○ ○

3-5 歯科健診 う蝕や歯肉炎の早期発見の機会提供を行うこと。 ○

季節性疾患

（タイプ３）

・重点取組事項で

はないが、加減算

の指標の１つであ

る。

3-6 予防接種の実施
インフルエンザ予防接種等の負担軽減を実施するこ

とで、感染予防を行うこと。
○

その他

（共通）
4-1 健康相談

心と身体全般に関する相談に応じ、必要な指導及

び助言を行い、悩みや不安を解消すること。

4-2

個人の予防・健康

づくりに向けたインセ

ンティブ

健康に関する問題意識の喚起及び行動変容を実

現するよう援助すること。
○ ○

4-3

職場環境の整備

（コラボヘルス）の

推進

組合員が保健事業に参加しやすい職場環境を醸

成し、個々の組合員が健康づくりに自主的に取り組

みやすい環境が職場において実現すること。

○ ○ ○ ○

悪性新生物

（タイプ２）

・特に婦人がん検

診の拡充

○

・法定のストレス

チェック受検後の

フォローアップに活

用することを意識

※今回、歯科に注

目した分析は行っ

ていないが、当共

済組合における重

点取組事項として

いる。

・組合員等の年齢

及び性別等に応じ

た効果的かつ効率

的な事業

左記方向性に基づき

必要と考えられる保健事業

※今回、1-8～

12について注目し

た分析は行ってい

ないが、当共済組

合における重点取

組事項としている。



別表資料

②これまでの事業（既存事業）の整理

N 名称 性別 年齢 性別 年齢 性別 年齢

1 特定健康診査 1-1
被保険者/人間ドック・定期健康診断結果の受領

被扶養者/受診券を配布
共済 男女 40歳以上 男女 40歳以上 男女 40歳以上 47,644

被保険者/定期健康診断データにおいて必須データの欠落がある。

被扶養者/被扶養者の受診率が低い
有

被保険者/学校設置者等からの定期健康診断データの覚書等による円滑な授受

被扶養者/受診勧奨及び受診結果の個別通知の実施

2 人間ドック 1-7 人間ドック受診（１日）費用の一部補助 共済・学校設置者 男女 35歳以上 268,625
札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

3 配偶者人間ドック 1-7 人間ドック受診（１日）費用の一部補助 共済 男女
配偶者

35歳以上
79,680

札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

4 任意継続組合員人間ドック 1-7 人間ドック受診（１日）費用の一部補助 共済 男女
配偶者

35歳以上
男女 35歳以上 15,793

札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

5 脳ドック 1-1 脳ドック検診費の一部補助 共済・互助会 男女 40歳以上 40,500
契約可能な実施機関が少なく、希望しても受診できない組合

員が多くなってしまう地域がある。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

6 特定保健指導（本部契約） 1-2 本部契約業者による訪問型特定保健指導の実施 共済 男女 40歳以上 59,257 初回面談辞退者が多い。 有
生活習慣病の予防の重要性を認識して、健康的な生活習慣を身に付け

るようにする意識啓発を行う。

7 特定保健指導 1-2
上記保健指導の対象者以外に、医療機関で利用できる利用券

を送付
共済 男女 40歳以上 男女 40歳以上 男女 40歳以上 3,180 実施医療機関が減少している。 有

8 婦人がん検診 2-4 乳がん検診の実施 共済 女性 すべて 女性 配偶者 20,177
札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

9 婦人がん検診 2-5 子宮がん検診の実施 共済 女性 すべて 女性 配偶者 20,800
札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

10 婦人がん検診 2-7
セルフチェック等の婦人がん検診に関しての記事の広報誌への掲

載
共済 男女 すべて 男女 すべて - 有

11 心の健康相談事業 3-1
心の健康相談室を設置し、電話及び面談による心身の健康相

談に応じる。
道・共済・互助会 男女 すべて 14,590 有

さらなる利用促進のための周知を図る。

12
心の健康相談事業（啓

発）
3-2

上記相談事業の利用促進及びメンタルヘルスに関する正しい知

識の普及等を目的に所属所等へのポスター等の配付
共済 男女 すべて 5,390 有

配付時期や媒体等の検討を行い、より効果的な啓発になるよう取り組む。

13 メンタルヘルスセミナー事業 3-2 管理監督者を対象としたラインケアに重点をおいた研修の実施 道・共済 男女 管理職 4,700 有
講義内容等のさらなる充実を図る。

歯の疾病

（タイプ３）

季節性疾患

（タイプ３）

14
ヘルスアップセミナー委託事

業
4-3 所属所が企画した研修会に要する費用の一部補助 共済 男女 すべて 3,865 実施数が実施予定数の７割程度となっている。 有

ホームページ等での利用促進に向けた周知啓発の徹底を図っていく。

15 指定宿泊施設利用補助事業 - 支部が契約する宿泊施設の利用料金の一部補助 共済・互助会 男女 すべて 男女 小学生以上 4,200 有

16
任意継続組合員指定宿泊施

設利用補助事業
- 支部が契約する宿泊施設の利用料金の一部補助 共済・互助会 男女 すべて 600 有

17 札幌宿泊所利用補助事業 - 札幌宿泊所の利用料金の一部補助 共済 男女 すべて 男女 すべて 男女 すべて 146,000 有

18 離島へき地支援事業 - 離島等のへき地に勤務する組合員等への交通費等の一部補助 共済 男女
へき地勤務

組合員
男女

へき地勤務

組合員の

被扶養者

572 有

19
北海道教職員体育大会補助

事業
- 北海道教職員体育大会への助成 共済 男女 すべて 2,500 有

20 介護支援事業 - 介護知識及び介護技術の習得を目的とした一日介護講座の実施 共済 男女 すべて 男女 すべて 男女 すべて 1,500 有

21 退職準備事業 -
退職後の生活不安の解消を目的とした年金制度等の説明を行うセミナー

の開催
道・共済・互助会 男女 58歳以上 4,807 有

22 退職準備事業 - 組合員の生涯生活についての自己啓発を深めるためのガイドブックの配付 共済・互助会 男女 58歳以上 527 有

23 北海道教職員美術展事業 - 組合員等の美術作品の顕彰と展覧会の開催 共済・互助会・関係団体 男女 すべて 男女 すべて 7,188 有

24
女子組合員妊婦検診費補助

事業
- 妊娠の経過観察を受けるために要する検診費の一部補助 共済 女性 すべて 9,545 無

道内全市町村において妊婦検診費助成制度が実施しているため,平成

30年度をもって廃止する。

実施状況

（目的に照らして内容は適切か、課題等）

継続有

無

継続する場合：課題があれば改善策

継続しない場合：理由
被保険者 被扶養者 任継

対象者

生活習慣病

（タイプ１）

悪性新生物

（タイプ２）

精神の疾病

（タイプ３）

その他

（共通）

事業予算

（29年度）

単位：千円

健康課題
これまでの事業

必要と考え

られる保健

事業の対

事業内容

実施

（共済/事業主/共

同）



別表資料

③新規事業の整理

N 名称 性別 年齢 性別 年齢 性別 年齢

季節性疾患

（タイプ３）

健康課題
新規事業

必要と考え

られる保健

事業の対

事業内容

実施

（共済/事業主/共

同）

事業予算

単位：千円
新規 成功のために必要な事項被保険者 被扶養者 任継

対象者

生活習慣病

（タイプ１）

悪性新生物

（タイプ２）

精神の疾病

（タイプ３）

歯の疾病

（タイプ３）

その他

（共通）



別表資料

④今後実施する事業

N 名称 性別 年齢 性別 年齢 性別 年齢

1 特定健康診査 1-1
被保険者/人間ドック・定期健康診断結果の受領

被扶養者/受診券を配布
共済 男女 40歳以上 男女 40歳以上 男女 40歳以上 47,644

被保険者/定期健康診断データにおいて必須データの欠落がある。

被扶養者/被扶養者の受診率が低い
有

被保険者/学校設置者等からの定期健康診断データの覚書等による円滑な授受

被扶養者/受診勧奨及び受診結果の個別通知の実施

2 人間ドック 1-7 人間ドック受診（１日）費用の一部補助 共済・学校設置者 男女 35歳以上 268,625
札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。また、若年層の組

合員の健康意識の向上のため、35歳の組合員に係る受診者負担額を軽

減し、受診機会を優先的に提供する。（現行11,000円→5,000円）

3 配偶者人間ドック 1-7 人間ドック受診（１日）費用の一部補助 共済 男女
配偶者

35歳以上
79,680

札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

4 任意継続組合員人間ドック 1-7 人間ドック受診（１日）費用の一部補助 共済 男女
配偶者

35歳以上
男女 35歳以上 15,793

札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

5 脳ドック 1-1 脳ドック検診費の一部補助 共済・互助会 男女 40歳以上 40,500
契約可能な実施機関が少なく、希望しても受診できない組合

員が多くなってしまう地域がある。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

6 特定保健指導（本部契約） 1-2 本部契約業者による訪問型特定保健指導の実施 共済 男女 40歳以上 59,257 初回面談辞退者が多い。 有
生活習慣病の予防の重要性を認識して、健康的な生活習慣を身に付け

るようにする意識啓発を行う。

7 特定保健指導 1-2
上記保健指導の対象者以外に、医療機関で利用できる利用券

を送付
共済 男女 40歳以上 男女 40歳以上 男女 40歳以上 3,180 実施医療機関が減少している。 有

8 婦人がん検診 2-4 乳がん検診の実施 共済 女性 すべて 女性 配偶者 20,177
札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

9 婦人がん検診 2-5 子宮がん検診の実施 共済 女性 すべて 女性 配偶者 20,800
札幌圏以外の地域の契約医療機関の受診枠の確保が難しく

なっている。
有

引続き契約医療機関へ受診枠の増加を要望していく。

10 婦人がん検診 2-7
セルフチェック等の婦人がん検診に関しての記事の広報誌への掲

載
共済 男女 すべて 男女 すべて - 有

11 心の健康相談事業 3-1
心の健康相談室を設置し、電話及び面談による心身の健康相

談に応じる。
道・共済・互助会 男女 すべて 14,590 有

さらなる利用促進のための周知を図る。

12
心の健康相談事業（啓

発）
3-2

上記相談事業の利用促進及びメンタルヘルスに関する正しい知

識の普及等を目的に所属所等へのポスター等の配付
共済 男女 すべて 5,390 有

配付時期や媒体等の検討を行い、より効果的な啓発になるよう取り組む。

13 メンタルヘルスセミナー事業 3-2 管理監督者を対象としたラインケアに重点をおいた研修の実施 道・共済 男女 すべて 4,700 有
講義内容等のさらなる充実を図る。

歯の疾病

（タイプ３）

季節性疾患

（タイプ３）

14
ヘルスアップセミナー委託事

業
4-3 所属所が企画した研修会に要する費用の一部補助 共済 男女 すべて 3,865 実施数が実施予定数の７割程度となっている。 有

ホームページ等での利用促進に向けた周知啓発の徹底を図っていく。

15 指定宿泊施設利用補助事業 - 支部が契約する宿泊施設の利用料金の一部補助 共済・互助会 男女 すべて 男女 小学生以上 4,200 有

16
任意継続組合員指定宿泊施

設利用補助事業
- 支部が契約する宿泊施設の利用料金の一部補助 共済・互助会 男女 すべて 600 有

17 札幌宿泊所利用補助事業 - 札幌宿泊所の利用料金の一部補助 共済 男女 すべて 男女 すべて 男女 すべて 146,000 有

18 離島へき地支援事業 - 離島等のへき地に勤務する組合員等への交通費等の一部補助 共済 男女
へき地勤務

組合員
男女

へき地勤務

組合員の

被扶養者

572 有

19
北海道教職員体育大会補助

事業
- 北海道教職員体育大会への助成 共済 男女 すべて 2,500 有

20 介護支援事業 - 介護知識及び介護技術の習得を目的とした一日介護講座の実施 共済 男女 すべて 男女 すべて 男女 すべて 1,500 有

21 退職準備事業 -
退職後の生活不安の解消を目的とした年金制度等の説明を行うセミナー

の開催
道・共済・互助会 男女 58歳以上 4,807 有

22 退職準備事業 - 組合員の生涯生活についての自己啓発を深めるためのガイドブックの配付 共済・互助会 男女 58歳以上 527 有

23 北海道教職員美術展事業 - 組合員等の美術作品の顕彰と展覧会の開催 共済・互助会・関係団体 男女 すべて 男女 すべて 7,188 有

24
女子組合員妊婦検診費補助

事業
- 妊娠の経過観察を受けるために要する検診費の一部補助 共済 女性 すべて 9,545 無

道内全市町村において妊婦検診費助成制度が実施しているため,平成

30年度をもって廃止する。

実施状況

（目的に照らして内容は適切か、課題等）

既存/新

規

継続する場合：課題があれば改善策

継続しない場合：理由
被保険者 被扶養者 任継

対象者

生活習慣病

（タイプ１）

悪性新生物

（タイプ２）

精神の疾病

（タイプ３）

その他

（共通）

事業予算

（29年度）

単位：千円

健康課題
これまでの事業

必要と考え

られる保健

事業の対

事業内容

実施

（共済/事業主/共

同）



別表資料

⑤事業の年度計画

N 名称

1 特定健康診査 目標実施率：　82.0％ 目標実施率：　84.0％ 目標実施率：　86.0％

2 人間ドック 実施方法の見直し 継続実施 継続実施

3 配偶者人間ドック 継続実施 継続実施 継続実施

4 任意継続組合員人間ドック 継続実施 継続実施 継続実施

5 脳ドック 継続実施 継続実施 継続実施

6 特定保健指導（本部契約）目標実施率：　40.0％ 目標実施率：　42.0％ 目標実施率：　44.0％

7 特定保健指導 目標実施率：　37.0％ 目標実施率：　39.0％ 目標実施率：　41.0％

8 婦人がん検診 継続実施 継続実施 継続実施

9 婦人がん検診 継続実施 継続実施 継続実施

10 婦人がん検診 継続実施 継続実施 継続実施

11 心の健康相談事業 継続実施 継続実施 継続実施

12
心の健康相談事業（啓

発）
継続実施 継続実施 継続実施

13 メンタルヘルスセミナー事業 継続実施 継続実施 実施方法の見直し

歯の疾病

（タイプ３）

季節性疾患

（タイプ３）

14
ヘルスアップセミナー委託事

業
継続実施 継続実施 継続実施

15 指定宿泊施設利用補助事業 継続実施 継続実施 継続実施

16
任意継続組合員指定宿泊施

設利用補助事業
継続実施 継続実施 継続実施

17 札幌宿泊所利用補助事業 実施方法の見直し 実施方法の見直し 実施方法の見直し

18 離島へき地支援事業 継続実施 継続実施 継続実施

19
北海道教職員体育大会補助

事業
実施方法の見直し 実施方法の見直し 実施方法の見直し

20 介護支援事業 継続実施 継続実施 継続実施

21 退職準備事業 継続実施 継続実施 継続実施

22 退職準備事業 継続実施 継続実施 継続実施

23 北海道教職員美術展事業 継続実施 継続実施 実施方法の見直し

24
女子組合員妊婦検診費補助

事業
継続実施 廃止 廃止

精神の疾病

（タイプ３）

その他

（共通）

平成31年度 平成32年度平成30年度健康課題
事業

平成33年度 平成34年度 平成35年度

生活習慣病

（タイプ１）

悪性新生物

（タイプ２）



⑥目標設定と各事業との対応表

別紙資料①

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 1-7 1-8 1-9 1-10 1-11 1-12 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 2-6 2-7 3-1 3-2 3-3 3-4 3-5 3-6 4-1 4-2 4-3

公立学校共済現在値 当支部現在値 当支部目標値

（平成35年）

健康日本21、特定健

診・保健指導の目標値

使用データ・情報等 特定健康

診査（事

業主健診

結果受

領・人間

ドック）

特定保健

指導

【1次予

防】

個別性の

高い情報

提供

（ICTの

活用を含

む）

【1次予

防】

生活習慣

病に関す

る意識啓

発

【1・2・3

次予防】

医療機関

の受診勧

奨

【2次予

防】

重症化予

防

【3次予

防】

40歳未

満に対す

る人間ドッ

ク・保健

指導

運動習慣

作りの支

援

飲酒が健

康に与え

る影響に

ついての

意識啓発

慢性閉塞

性肺疾患

（COPD

）の認知

度の向上

禁煙につ

いての意

識啓発

（健康教

育）

禁煙支援 胃がん検

診

大腸がん

検診

肺がん検

診

乳がん検

診

子宮頸が

ん検診

その他の

がん検診

がんに関

する意識

啓発

メンタルヘ

ルス相談

（健康相

談）

メンタルヘ

ルスに関

する意識

啓発

ストレス

チェック

歯の喪失

防止につ

いての意

識啓発

歯科健診 予防接種

の実施

健康相談 個人の予

防・健康

づくりに向

けたインセ

ンティブ

職場環境

の整備

（コラボヘ

ルス）の

推進

80.7%

（平成27年度）

68.0%

（平成27年度）
90% 90% 特定健診データ 〇

18.0%

（平成27年度）

12.1%

（平成27年度）
45% 45% 特定健診データ 〇

ー
815人

（平成27年度）
1,200人 ー 人間ドックデータ ○

該当者11.5%

予備群11.2%

（平成27年度）

該当者 11.6%

予備群 12.4%

（平成27年度）

該当者 10.0%

予備群 11.0%

25%減少

（平成20年対比）
特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇

男性13.6%

女性12.9%

（平成27年度）

男性 14.0%

女性 11.9%

（平成27年度）

　男性  6.2%

　女性  8.8%

　男性6.2%

　女性8.8%

（平成34年度）

特定健診データ ○ ○ ○ ○ ○

0.8%

（平成27年度）

0.7%

（平成27年度）
0.5%

1.0%

（平成34年度）
特定健診データ ○ ○ ○ ○ ○

食習慣

いくつかあるが、公立学校共済の加入者の習慣がよくない割合が

高いものが候補になると考える

①「人と比較して食べる速度が速い」の回答が「速い」の人の割合

②「夕食後に間食（3食以外の夜食）をとることが週に3回以上

ある」の回答が「はい」の人の割合

①43.6%

②18.5%

（平成27年度）

① 39.4%

② 20.9%

（平成27年度）

① 35.0%

② 15.0%

－

（特定健診データで確

認できる項目が健康日

本21にはない）

特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇

運動習慣

「「1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施

している」の回答が「いいえ」の人の割合」

76.5%

（平成27年度）

69.0%

（平成27年度）
65.0%

20歳～64歳

　男性 64％

　女性 67％

65歳以上

　男性 42％

　女性 52％

（平成34年度）

特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

飲酒習慣

「「飲酒日の1日当たりの飲酒量が男性2合以上、女性1合以上」

の人の割合」

男性12.3%

女性5.9%

（平成27年度）

男性 14.3%

女性  9.1%

（平成27年度）

男性 13.0%

女性  6.4%

男性　13%

女性　6.4%

（平成34年度）

※健康日本21では、

男性は2合以上、

女性は1合以上の割合

を目標値としている

特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

睡眠・休養

「睡眠で休養が十分とれている」の回答が「いいえ」の人の割合

43.0%

（平成27年度）

40.7%

（平成27年度）
15.0%

15%

（平成34年度）
特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇

喫煙習慣

「現在、たばこを習慣的に吸っている」の回答が「はい」の人の割合」

12.0%

（平成27年度）

17.6%

(平成27年度）
12.0%

12%

（平成34年度）
特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

健康意識の変化
「運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか」の回

答が「まだ開始していない」人の割合」

75.9%

（平成27年度）

77.3%

（平成27年度）
70.0% － 特定健診データ 〇 〇 〇 〇 〇

ー - - ー カウント ○

飲酒に関する啓発 広報の配布数（掲載数） ー - 1 ー カウント ○

COPDの認知 広報の配布数（掲載数） ー - 1 ー カウント ○

セミナー参加者数 ー - - ー カウント ○

広報の配布数（掲載数） ー - 1 ー カウント ○

胃がん － 78.7% 80.0％
50%

（平成28年度
費用補助の利用者数 〇 〇

大腸がん － 78.7% 80.0％
50%

（平成28年度
費用補助の利用者数 〇 〇

肺がん － 78.7% 80.0％
50%

（平成28年度
費用補助の利用者数 〇 〇

乳がん － 59.3% 70.0％
50%

（平成28年度
費用補助の利用者数 〇 〇

子宮頸がん － 59.3% 70.0％
50%

（平成28年度
費用補助の利用者数 〇 〇

その他のがん ー - - ー 費用補助の利用者数 ○ ○

がんに関する啓発 広報の配布数（掲載数） ー 2 1 ー カウント ○

セミナー参加者数 － 286人 400人 － カウント 〇

広報の配布数（掲載数） ー 12 1 ー カウント ○

歯科健診受診者数 － - -
65%

（平成34年度）
費用補助の利用者数 〇 〇

広報の配布数（掲載数） ー - 1 ー カウント ○

実施の有無 － 無 有 － カウント 〇

WEBツール：利用者数（率） ー - - ー カウント ○

冊子：配布数 － - 15,000 － カウント 〇

実施の有無 － 無 無 － カウント 〇

利用者数（率） － - - － カウント 〇

職場とのコラボレーション

事業主の保健事業への協力状況を確認する全般的・網羅的なも

のはなく、例えば、特定健診や特定保健指導の事業への協力状

況（健診データ提出の時間（速さ）、保健指導の職場での実施

への協力（就業時間内実施）など）で確認することが現実的な

方法と考える。

－

人間ドック・特定保健指

導の受診時の職務専

念義務の免除等の保

健事業への参加しやす

い職場環境の醸成

人間ドック・特定保健指

導の受診時の職務専

念義務の免除等の保

健事業への参加しやす

い職場環境の醸成

－ カウント 〇

個人の予防・健康づくりに向

けたインセンティブの実施状況

生活習慣の変化

特定健診受診率

特定保健指導実施率

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少

歯科習慣の変化

メンタルヘルスに関する啓発

項目

がん検診受診率

（もしくは費用補助の利用

率）

脂質異常症の減少

（LDLコレステロール160mg/dl以上の者の割合）

血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少

（HbA1cがJDC値8.0%（NGSP値8.4%）以上の者の割合）

個別性の高い情報提供の実

施状況

禁煙に関する啓発

40歳未満の人間ドック受診者数

運動習慣づくり支援の利用者数

1/1


